
     綾瀬市警防調査実施要綱 

 

  （趣旨） 

第１条 この要綱は、綾瀬市警防規程（平成４年綾瀬市消防本部訓令第５号）第１１ 

条第２項の規定に基づき、警防調査（以下「調査」という。）の実施について、必 

要な事項を定めるものとする。 

 （調査の種類） 

第２条  調査は、警防調査対象物基準表（別表）に定めるものについて実施するもの 

  とする。 

 （関係者の承諾） 

第３条  調査を実施する時は、あらかじめ電話等によって関係者の承諾を得なければ 

 ならない｡ 

  （現場措置） 

第４条  調査実施時において、警防活動上支障となる異常を発見したときは、直ちに 

 必要な措置を講じるとともに、関係機関等にその内容を報告するものとする。 

  （報告） 

第５条  調査を実施した者は、警防調査報告書（第１号様式）に消防対象物調査表（第 

 ２号様式）又は消防活動困難地域調査表（第３号様式）を添えて署長に報告しなけ 

  ればならない。 

２ 前項に基づく報告以降、調査した内容に変更等が生じた場合は、報告書の訂正を 

行うものとする。この場合において、必要に応じて再調査を実施し、前項の規定に 

 基づく報告を行うものとする。 

  （報告書の管理） 

第６条  前条の規定に基づき作成した報告書は、災害活動等の資料とするため適正な 

 管理を行わなければならない。 

 

   附  則 

  （施行期日） 

１  この要綱は、平成５年２月１日から施行する。 

 （綾瀬市警防調査実施要綱の廃止） 



２ 綾瀬市警防調査実施要綱（昭和６３年４月１日施行。以下「旧要綱」という。）  

  は、廃止する。 

  （経過措置） 

３  この要綱施行の際、旧要綱の様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必 

 要な調整をして使用することができる。 

   附 則 

 この要綱は、平成７年１０月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成８年５月１０日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成１１年１月１３日から施行する。 

  （経過措置） 

２ 改正前の様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使用 

  することができる。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

  （経過措置） 

２ 改正前の様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使用 

  することができる。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成１７年１０月１日から施行する。 

  （経過措置） 

２ 改正前の様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使用 

  することができる。 

 



別表（第２条関係） 

 

警防調査対象物基準表 

区       分 調        査        基        準 

消 防 対 象 物 

１  消防法施行令（昭和３６年政令第３７号）別表第１、（１）  

  項から（４）項まで、（５）項イ、（６）項、（９）項イ及び 

  （１６）項イに掲げる防火対象物で延べ面積５００平方メ－ト 

  ル以上のもの 

２  前項に規定する防火対象物以外の防火対象物で延べ面積が３ 

  ，０００平方メ－トル以上のもの 

３  危険物の規制に関する政令（昭和３４年政令第３０６号）第  

  ２０条第１項第１号に規定する著しく消火困難な製造所等及び 

  指定数量の１００倍以上の指定可燃物を貯蔵し、又は取扱う事 

  業所 

４ 放射線施設のうち、放射性同位元素等による放射線障害の防 

  止に関する法律（昭和３２年法律第１６７号）に基づき、放射 

  線又は放射線同位元素を貯蔵、販売、廃棄、その他の取扱いを 

  行う事業所 

５ 毒物劇物施設のうち、危険物の規制に関する政令（昭和３４ 

  年政令第３０６号）第１条１０第１項第５号及び第６号に該当 

  する毒劇物を貯蔵し、又は取扱う事業所 

６  高圧ガス施設のうち次のいずれかに該当する事業所           

  (1) 圧縮、液化その他の方法で処理することができる容積が１ 

    日１００立方メ－トル以上である設備を使用して製造（容器 

    充填も含む。）している事業所 

(2) １日の冷凍能力が２０トン以上の設備を使用して冷凍のた 

    めのガスを圧縮又は液化して製造している事業所 

(3) 容積が１，０００立方メ－トル以上の高圧ガスを貯蔵して 

  いる事業所 

７  ３階建以上のもので、消防活動を行う地面から開口部までの 

  高さが８メ－トル以上ではしご車の出動が必要な対象物 

８  その他消防長が必要と認めるもの 

消 防 活 動 

困 難 地 域 

１  水利遠隔、道路狭あい、特殊地形等、消防活動に著しく支障 

  をきたす地域                                                       

２  その他消防長が必要と認める地域 

 

 



随行の調査員

職 ・ 氏 名

調 査 概 要   別紙（消防対象物・消防活動困難地域）調査表のとおり

調 査 年 月 日

調 査 の 種 別

　警防調査の結果を次のとおり報告します。
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　２　管　理
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ﾌ ﾘ ｶ ﾞﾅ

調査対象物
　５ 高圧ガス施設 ６ はしご車出動対象物  ７その他（                 ）

用　途

　　　     年     月     日 作成
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所 在 地 綾瀬市

地　　区 通し番号

南

管　　内

本２本１

北

防・危台帳番号

整理番号

　１ 防火対象物  　２ 危険物施設　  ３ 放射線施設　  ４ 毒物劇物施設

主業務

建  築  面  積 延  べ  面  積階   層

／

管理者
防　火

従業員

水 圧 ｼ ｬ ｯ ﾀ ｰ屋 外 階 段 （ ）

（受信機位置　　　　                       ）

（ ）その他

（ ）
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色

第２号様式（第５条関係）その３

--明細

　　　        年       月       日作成

図　面
名   称 案内図・配置図・平面図・はしご車部署図・その他（          ）

（該当に○）

北　　南

区　分

凡  　  例
記　号

整理番号 本１ 本２
地　　区管　内 通し番号



  ２  活動困難地域図は、必要に応じて別図を作成しても可とする。

北

内 容

　1　水利遠隔　２　道路狭あい　３　特殊地形　４　その他（　   　　）

　　      年     月     日作成

第３号様式（第５条関係）

消 防 活 動 困 難 地 域 調 査 表

整理番号

管　　内 地　　区 通し番号

本１ 本２

南

　活動困難地域図

対 象 地 域

※１  活動困難地域図中に周囲の目標等を適宜記入し、所在の位置関係を明確にすること。

明  細 Ｐ 　    －  　　  －　　　　　

目 標

活動困難理由

具 体 的 な




